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ほか復興庁一括計上分 2,036,880 

1,523,805,801

ほか復興庁一括計上分 2,075,000 

ほか復興庁一括計上分＜0＞

1,540,447,671

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 ほか復興庁一括計上分 0 

＜0＞ ＜0＞

ほか復興庁一括計上分 2,144,502 ほか復興庁一括計上分 2,075,000 

＜0＞ ＜0＞ ＜0＞

△16,513

政策評価結果の概算要求
への反映状況

「平成25年度文部科学省実績評価書」の「施策目標に関する評価結果」のうち「次期目標・今後の施策等への反映の方向性」欄のとおり。
※平成28、27年度においてはモニタリングのみを実施していることから、平成26年度に実施した実績評価に基づき記入している。

評価方式 実績 番号 16

1,476,408,268

1,487,872,000 1,532,183,000

ほか復興庁一括計上分＜0＞

8,264,671

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

1,460,423,523

予
算
の
状
況

執行額（千円）

繰 越 し 等 （ 千 円 ）

計（千円）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

補 正 予 算 （ 千 円 ）

1,527,058,000

ほか復興庁一括計上分＜0＞

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 0 

ほか復興庁一括計上分 2,152,000 

ほか復興庁一括計上分 2,165,000 

1,528,387,487

ほか復興庁一括計上分 2,152,000 

＜0＞ ＜0＞

【政策ごとの予算額等】

ほか復興庁一括計上分＜0＞

政策評価調書（個別票1）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

29年度概算要求額

ほか復興庁一括計上分 2,143,000 

28年度

1,518,472,000

当 初 予 算 （ 千 円 ）

政策名 義務教育に必要な教職員の確保

政策目標の達成度合い （モニタリング）

ほか復興庁一括計上分＜0＞

26年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

ほか復興庁一括計上分＜0＞

0

25年度

ほか復興庁一括計上分＜0＞

△11,463,732

1,528,404,000

27年度

1,524,197,363

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分＜0＞

ほか復興庁一括計上分 2,144,502 

ほか復興庁一括計上分 2,141,309 

＜0＞

ほか復興庁一括計上分 2,149,938 
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

● 1 一般 文部科学本省

● 2
東日本大震
災復興特別

復興庁

● 3

● 4

◆ 1

◆ 2

◆ 3

◆ 4

○ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

○ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 1 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 2 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 3 ＜ ＞ ＜ ＞

◇ 4 ＜ ＞ ＜ ＞

の内数

の内数

1,520,615,000

の内数

の内数

の内数

29年度
概算要求額

1,518,472,000

2,143,000

1,520,615,000

の内数

の内数

1,529,223,000

の内数

1,529,223,000

の内数

28年度
当初予算額

1,527,058,000

2,165,000

事項

小計

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

予算額

合計

義務教育に必要な教職員の確保 16

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて○
となって
いるもの

対応表に
おいて◇
となって
いるもの

小計

政策名

の内数

政策評価調書（個別票2）

義務教育費国庫負担金に必要な経費

項

義務教育費国庫負担金

教育・科学技術等復興政策費 義務教育費国庫負担金に必要な経費

政策評価結果の反映に
よる見直し額（削減

額）合計
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】

番号 16
（千円）

28年度
当初
予算額

29年度
概算要求額

増△減額

政策評価結果の概算要求への反映内容事務事業名 整理番号

政策評価調書（個別票3）

政策評価結果の反映に
よる見直し額(削減額)

合計

予算額

義務教育に必要な教職員の確保政策名
















